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【論　説】
運動団体から管理組織へ
――矢作川流域における水質保全活動から環境ガバナンスへの含意
静岡大学人文学部　
太田　隆之
１．はじめに
　現代の社会における大きな課題の 1 つは、環境保全を行いながら安定した
経済や社会の発展を目指し、それを実現していくという持続可能な社会の構築
である。現在、こうした社会の実現や構築をめぐって様々な議論が展開されて
いるが、1 つの道筋として、経済、社会における多様な主体が環境や資源の保
全や管理を行うことで実現することを目指す議論がなされている。こうした議
論に対しては様々な表現が用いられるが、代表的な言葉の 1 つとして「環境
ガバナンス」をあてることができよう（松下，2002，2007）。
　環境ガバナンスの議論の特徴は、政府だけではなく、住民や市民、企業も環
境保全の一主体として位置づけている点にある。これまで、環境保全は主に政
府が担うべき役割として議論されてきた1。しかし、環境問題の複雑化・多様
化し誰もが環境問題を引き起こしうる状況にあること（松下，2002）、更に政
府による環境保全に対して官僚制の問題や「公共性」の名の下での公共事業に
よる環境破壊などの問題点が指摘されている（宮本，2007）。環境ガバナンス
においても政府が重要な役割を果たすことに変わりはないが、これらの問題を
改善して克服するためには、広く開かれていることを意味する公共性を確保し
ながら、多様な主体が参画することのできるガバナンスを実現していくことが
1 経済学では環境問題を主に外部不経済や公共財供給の視点から扱ってきたため、政
府による環境政策を通じた保全が盛んに議論されてきた。
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必要となる。こうしたガバナンスを実現する上で、住民や市民は日々の日常生
活の中で環境や資源を利用する一主体でありながら、環境問題を起こす主体で
もある。そして、公共圏を担い、公共性を確保した制度形成を行う上で不可欠
な主体である（宮本・諸富，2002：長谷川，2003）。住民や市民がガバナンス
を行う中でどういう役割や機能を果たしうるかについて、徐々に議論がなされ
つつある（三俣・嶋田・大野，2006）。
　住民がどのように環境や資源の保全や管理を行いうるかを考える上で、1 つ
のモデルとなる議論がある。コミュニティ内の住民を主体として行われる資源
管理に注目するコモンズ研究である。これまでのコモンズ研究では、人々が政
府の関与なしに独自に利用・管理ルールとシステムをもって資源の持続的な利
用を可能にするユニークな資源管理が行われていること、こうした活動に経済
的合理性が認められることが明らかにされてきた（Ostrom，1990；室田・三
俣，2004 など）。世界各国の事例を扱うことで膨大な蓄積を有するコモンズ研
究では、こうした成果が挙げられてきた一方、近年、コミュニティ内で行われ
る管理に少なからず影響を与える政府やコミュニティ外の人々などの動向が捨
象されてきた点を問題とする指摘がなされている。そして、コミュニティ外の
動向とそれらによるコモンズ管理への影響、更にコミュニティの主体による外
部の主体に対する働きかけをどのように捉え、検証するかが課題となっている
（Dolšak and Ostrom，2003）。
　一方、環境ガバナンスにおける住民や市民の役割や活動について考える際、
日本では特に、各地域で行われてきた草の根レベルでの公害問題に対する住民
運動の歴史や経験を見逃すことはできない。自治体による公害防止政策は汚染
削減を行う上で大きな効果を発揮したとして世界的にも評価されてきたが、政
府や企業に対して農漁業者や労働者を含む住民が行った抗議や反対の運動は、
自治体の政策を支えた活動として評価されており、日本からもその経験が紹介
されている（OECD，1977；Tsuru and Weidner，1989 など）。こうした住
民運動について、環境政策との関係から注目して研究を行っているのは環境経
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済学や環境社会学である。近年、経済成長や公害防止条例の制定状況といった
経済的変数、政治的変数を導入し、住民運動とこれらの関係を動態的かつ包括
的に検証する研究がなされている（中澤他，1998；井上他，2000）。
　しかし、公共性を基礎とする環境ガバナンスやその中での住民の役割が研究
課題とされている現在必要なのは、政策を支える主体としての運動の議論から
もう一歩進んで、運動を通じて環境保全や管理に直接関わっていく主体として
考察する議論である。こうした議論の 1 つとして、環境経済学や環境社会学
における住民運動の研究と、コモンズ研究で議論されてきた管理主体としての
議論を架橋する議論があり得よう。環境ガバナンスにおいて主体論の追求とい
えるこの試みは、これまでにコモンズ研究の側からも住民運動研究の側からも
なされていない。
　そこで本稿は、公害反対の運動から地域における環境や資源の管理を行うに
至った事例に注目し、運動を目的とする団体が如何にして管理を実現したか、
その要因は何にあったかを検証する。本稿が注目するのは、愛知県矢作川流域
で水質保全活動を行う矢作川沿岸水質保全対策協議会（矢水協）である。農業者、
漁業者の運動を中心とする矢水協の水質保全活動はこれまでにも注目されてお
り、パートナーシップに基づく河川管理システムや流域規模でローカルガバナ
ンスを実現する例として紹介されている（環境庁編，1996：伊藤・原，2002
など）。矢水協の活動の特徴や今まで活動が続いている要因についてはこれま
でも議論されてきたが、実態に基づいた議論が中心であり、一定の理論的見地
から検証する研究がない。そこで本稿では、矢水協の活動を住民運動論から検
証してその特徴や活動の成功要因を明らかにする。このことを通じて、矢水協
を運動団体から徐々に自身の手による管理を実現した水質管理組織へ変容して
いった団体として議論する。
　以上の問題意識に基づいて議論を展開する上で、本稿では宮本憲一と西尾勝
による住民運動論に注目する。両者の住民運動論は、戦前の事例を含む農漁業
者や地縁的組織、地権者などを主体として行われた多くの実際の住民運動を踏
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まえて議論を構築しており、地域における住民運動やそれに伴う環境保全活動
を検証する上で理論的視点を包括的に提示している。更に、公共性も視野に入
れた議論を展開している。これらの議論から、矢水協の運動を中心とする水質
保全活動の特徴を包括的に明らかにすることができる。事例検証を通じて、彼
らの議論では捉えられない諸点を明らかにし、これらに運動ではなく管理の特
徴が認められることを明らかにする。これらの一連の考察を通じて、環境ガバ
ナンスへの含意を抽出する。
２．住民運動論
　2.1　宮本憲一の住民運動論
　矢作川における水質汚濁とそれに対する矢水協の水質保全活動の特徴を捉え
る上で、公害問題に対する住民運動論に注目する。公害問題に対する住民運動
を扱う研究はこれまでに数多く行われてきたが、その中で本稿が注目するのは、
宮本憲一による住民運動論である2。宮本の議論には 3 つの特徴がある。第 1
に、宮本の住民運動論は自身の日本国内の事例を中心とする公害研究に加えて、
世界の事例を扱う公害研究の成果をもとに議論が構築されている。したがって、
地域で行われた住民運動を検証する際に理論的軸として用いることで、その事
例を客観的に比較検証することができ、その事例の特徴や成功・失敗の要因が
何かを把握することができる。第 2 に、宮本の議論は公共性を視野に入れて
展開されている。宮本は、環境保全を担う政府が「公共性」の名のもとに行っ
た空港建設等の公共事業によって数々の環境問題が生じたことを批判するとと
もに、こうした事業に対して行われた住民運動の中で政府のいう「公共性」を
根本的に問う議論がなされていたことに注目し、住民側の主張する公共性を「市
民的公共性」として議論している（宮本編著，1989；宮本，2007）。このよう
に、宮本の議論は公共性も視野に入れて展開されている議論であり、地域にお
2 例えば宮本と同時期の住民運動研究として、宇井（1968，1971-74）や飯島（1984）
がある。
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ける環境保全活動に公共性が備わっているか否かを検証する上で視点を提供す
る議論である。第 3 に、住民運動を体系的に構築された自身の環境保全論の
基礎に据えている。宮本は、政府による環境政策には、民間企業追随主義や官
僚主義といった問題があり、政府自身にも大企業との癒着や公共事業を通じた
環境破壊といった「政府の欠陥」があることを指摘している。このように政府
による環境保全を批判した上で、宮本は政府を主体とする環境保全に代わる議
論として、環境を公共信託財産と位置付けた上で、環境は住民運動によって支
えられた自治体の環境政策によって保全を行うべきだという環境保全論を構築
している（宮本，2007）。こうした宮本の議論は、地域における草の根の住民
の活動を中心とする環境保全や環境ガバナンスのあり方を考える上で、無視す
ることのできない重要なモデルとして捉えることができよう。こうした宮本の
住民と自治体を核とする体系的な環境保全論は、環境ガバナンスのあり方を考
える上で示唆に富む議論であり、この議論の基礎に位置付けられている住民運
動の議論を用いることは、環境ガバナンスを議論する上でのきっかけの 1 つ
になると考える。
　まず、宮本（1971）は、住民運動を次のように定義している。
　「住民運動とは、住民が或る要求や問題をもち、その解決のために一定の住
民組織をもち、政府・自治体や企業に対して働きかける運動である。」（宮本，
1971，2 ページ）
　そして、住民運動の要求・目的、組織について議論を展開する。まず、運動
の持つ要求・目的について、暮らしや生命・健康を守る問題に対する要求や目
的を基礎に、民主主義を守ること、生命と暮らしを守ることなどを挙げている。
これらの要求・目的は、住民運動の 2 つの根拠と結びついている。第 1 の根
拠として地域における公害や都市問題による生活環境の悪化などといった現代
の貧困問題を指摘した上で、ここから住民運動の要求と目的が形成されるとし
ている。第 2 の根拠として、中央集権的な行政や企業活動が進む現代資本主
義において地方自治が重要であることを指摘した上で、住民運動の目標が地方
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自治体に向けられることを指摘している。
　続けて、住民運動の組織について次のように述べる。
　「住民組織とよばれるものは、労働組合、農民組合あるいは商工会議所のよ
うな機能集団とちがい、その構成員が階級的身分的あるいは職業的に同一では
ない。構成員はそれらのちがいをこえて共通の目的や問題をもって自発的に集
まって組織をつくるものである。したがって、住民運動の要求や問題は具体的
なものから、一般的抽象的なものまで多面的であり、住民組織の構成は労働者・
農民・中小企業者・自由業者など多様である。また、住民組織は政党ではない。
したがって要求や問題が解決すれば解散する。革新政党のごとく、革命や改革
のための戦略戦術をもち、厳格な規律や集権的組織をもつものではない。住民
組織によっては政党に近い規律や組織をもつものもないといえぬが、原則とし
て自由な個人の集合体であるか、あるいは種々の労働組合、同業者団体、地縁
組織の連合体である。」（宮本，同上）
　宮本によると、住民運動を行う住民組織は、労働者・農民・中小企業者など
多様な主体、多様な団体・組織により構成され、共通の目的や問題を持って自
発的に形成される組織である。そして、住民組織は政党のように戦略戦術をは
じめに厳格な規律や集権的組織を持たず、要求や問題が解決すれば解散される
ものとしている。加えて、住民運動は政党ではないことを指摘した上で、特定
の政党を支持するなどの無党派ではなく、諸党派であることを指摘している。
更に、宮本は後に住民運動と労働運動を比較しながら、住民運動は労働運動の
ように経済的基礎がなく、恒常的に事務局をおいて専門職員を雇用することが
難しいこと、更に人々に活動を行うための時間に乏しいことなどからボラン
ティア活動を軸に展開されざるを得ないことを指摘している。
　次に、運動における活動の側面について述べる。これまでに宮本は、日本に
とどまらず世界各地で起こった住民運動を取り上げ、それらの運動の具体的
な活動を検証してきている。その中で、宮本が住民運動の成功例として頻繁
に取り上げて注目し、自身の展開する住民運動論に大きな影響を与えたのは、
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1960 年代に石油コンビナート誘致反対を実現した沼津・三島・清水の住民運
動である。宮本はこの運動が成功した理由を主に 3 点挙げている（宮本 1981，
1989，2006，2007）。第 1 に、この運動が地域住民と一体になった運動であり、
革新政党も統一した運動が展開された点である。特に、農民と市民が互いの長
所を補いながら分業と協業を行ったことに注目している。第 2 に、感性的運
動であるとともに科学的知見を重視した科学的運動であった点である。感性的
運動について重要な点として、運動の目的が分かりやすく簡潔であったことに
注目している。科学的運動について宮本は、住民が地元の高校教師などもサ
ポートして行われた学習会や公害調査に参加し科学的知識を身につけるととも
に、県の作成した調査報告書に対して独自の新しい報告書を作成するなど、科
学に基づいた運動として発展したことに注目している。最後に、徹底して地元
で運動をして地元で決着をつける地方自治運動を展開した点である。中央政府
と比較すると自治体のもつ権力は乏しいものの地域開発などの権限については
大きいことから、運動のエネルギーを地元の自治体に注いで世論を変えること
により、政策を変えることが可能であることを指摘している。この時、住民運
動の主張や議論が地域において多数派になることが重要であるとしている。以
上、静岡における住民運動に基づいた議論を展開しながら、この運動も含めて、
戦前から今日までの住民運動を鳥瞰し、一定程度成功を収めた運動は、公害対
策を引き出したり、生存権や健康権といった基本的人権を守ることを求めるな
ど、政府による産業振興政策や企業活動に対する対案を提示する対案提示型の
運動の要素があったことを指摘している（宮本，2006）。このことも、運動の
重要な特徴の 1 つとして注目したい。
　そして、宮本は運動の外的状況についても議論をしている。宮本が注目する
のは、マス・メディアによる報道である。メディアが報道すれば、地域におい
て住民運動に対する支持者が増え、運動側が地域において多数派を形成するこ
とで住民運動が行政に対して力を発揮できる可能性を指摘している。このメ
ディアによる報道は、先述した地域における徹底的な運動の展開という活動の
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特徴を補完する内容である。
　最後に、宮本は住民運動の主体について興味深いことを述べている。宮本は、
戦前の状況で企業から生産制限などの公害対策を引き出した運動の例として別
子銅山煙害事件をよく取り上げる。この事件において農民が企業側から公害対
策を引き出した要因として、当時の農民の政治経済的力能が強かったからだと
述べている3。この内容について、宮本は当時の農業の産業としての地位の高
さしか指摘していないが、同事件を資料を通じて詳細に検証した菅井（1977）
によると、政府側の事情として当時の国家権力の重要な存立基盤が依然として
農村にあったため、建前・実態ともに農民層を重視せざるを得ない状況であり、
後進資本主義国としての日本が急速に資本蓄積を行うには地主層の維持を図る
必要があったことを指摘している。したがって、別子銅山の事例における住民
運動の主体の持つ政治経済的力能の内容とは、住民の経済活動の地域及び国全
体の産業活動における地位の高さに加えて、地方自治制を中心とする統治機構
における地位の高さを示すものであることが分かる。
　以上、宮本が展開した住民運動論は表 1のようにまとめられる。宮本の住
民運動論は、運動主体や運動組織、活動に加えて、運動の外的状況も視野に入
れた包括的な内容を備えているといえる。
　2.2　西尾勝による住民運動論
　宮本の住民運動論に注目してきた。宮本の議論では環境政策を支えるものと
して住民運動が位置づけられているにも関わらず、どのように運動が政策を支
えるのかについて、十分に議論が展開されていない。そこで、宮本の議論に見
られる課題を補完する 1 つの視点として、政策が形成され、実施される政治
や行政に対する運動の参加活動や働きかけに注目する。このテーマを扱う研究
として西尾（1975）の住民運動論がある。以下、西尾の議論について述べる。
3 宮本（2007）、353 ページを参照。
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　西尾は、当時の世界的な課題の 1 つに住民の行政参加があることを指摘し
ながら、自治のための住民参加のための制度が整っていなかった日本において
盛んであった住民運動による事実上の参加に注目する。そして、運動形態の参
加を検証するための視点を提示しながら分析を行うことで、日本の住民運動の
果たしている機能や意義の検証を試みている。
　西尾は、運動形態の参加を検証するにあたり、当時全国各地で行われていた
住民運動の目的や主体などを鳥瞰しながら、日本の住民運動を「作為阻止型」
と「作為要求型」の 2 つのタイプに分けて議論した。前者は公害その他の生活
環境の悪化を招く行為に抵抗する運動である。これは主に財産権、営業権の侵
害や公害、生活環境の悪化、自然環境の保全などを争点とする運動である。し
たがって、宮本が注目する沼津・清水・三島におけるコンビナート建設の反対
運動は「作為阻止型」の運動に入る。後者は公共施設の増設や教育、福祉政策
の充実を求めるなどの運動であり、施設の充実などを争点とする運動だとして
いる。
　このように運動を類型化した上で、次にこれらの運動が行政や政治に対して
行う活動を検証するために、運動と「権力」、運動と「政策」の 2 つの関係に
注目して、それぞれについて運動の活動について類型化を行っている。ここで
西尾は、「権力」を政府だけではなく、住民の生活に対して事実上強大な支配
表１　宮本の住民運動論
要求・目的 組織 活動 外的要因 主体
・暮らし・生命
に関わること
・地縁組織、
労働組合な
ど多様な組
織、諸党派
・経済的基盤
に乏しく専
任機関なし
・諸党派の連帯
・科学的運動であ
り、運動の要求
が正当で合理的
・地方自治体運動
・対案提示型の運
動
・メディア
による報
道
・主体の政治経
済的力能
（出所）筆者作成。
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力をもつ主体を指している。これは、西尾が住民運動の実態を鳥瞰した際に、
運動の対象として民間企業が多くあったことを踏まえた記述だと考えられる。
西尾によるこうした「権力」の認識は、宮本の議論とも結びつく内容である。
西尾は、住民運動の権力に対する活動として「自助」、「抵抗」、「参加」、「同
調」の 4 つを挙げている。それぞれの内容について表 2にまとめた。このうち、
「作為阻止型」の運動は「抵抗」の活動を行い、「作為要求型」の運動は「参加」
の活動を行うとしている。
　更に、西尾はより詳細に住民運動を検証する上で、権力が企図する「政策」
に対する住民運動の活動を検証するための視点を提示している。政策に対して
働きかける運動として具体的に「拒議」、「抗議」、「異議」、「建議」、「請願」の
5 つを挙げている。それぞれの内容を表 3に示した。
　これらの 5 つの活動は、運動と「権力」の関係における「抵抗」と「参加」
を詳細に議論するための視点である。「拒議」、「抗議」、「異議」の 3 つについ
て、西尾は「権力」による「政策」の提示を受けてなされる受動的な反応とし
て位置付けており、「異議」と「建議」については、「権力」に対して受動的な
対応か能動的な対応かの違いが認められる。「建議」と「請願」については、「権
表 2　「権力」に対する住民運動の働きかけ
活　動 内　　　　　容
自　助 「権力」の志向と無関係に自治的な活動として実施するコミュニティ活動。
「権力」と最も離れている活動。
抵　抗 「権力」がある行為を行おうとしている時、これに対決・対抗する関係。
受動的な反応を特徴とする。（作為阻止型の住民運動）
参　加 「権力」の行為を自らが期待する方向へ動かそうとする関係。究極的には
「権力」の行為を完全に統制しようとする志向を持つ。（作為要求型の住
民運動）
同　調 「権力」と運動との間に違和感もしくは距離感が欠けている関係。町内会
などが行政の下請けを担う場合、これにあたる。
（出所）西尾（1975）より筆者作成。
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力」との関係において独立しているか、従属しているかの違いで異なるものと
している。このうち、「権力」に対する受動的な反応として位置付けられてい
る 3 つの活動について、西尾はそれぞれの反応に違いがあることを指摘して
いる。「権力」との関係でみたときに、「拒議」は「抵抗」のみの活動、「抗議」
は抵抗の中に「参加」の契機が認められる活動、「異議」はより「参加」の意
味合いが強い活動としてそれぞれを区別している。こうした活動の区分は、地
表 3　政策に対する住民運動の働きかけ
活　動 内　　　　　容 運動と権力の関係
拒　議 「権力」が政策を立案し提示もし
くは実施した時、これに対して
協力を拒否する活動（活動を通
じて政策の挫折に至る場合など）。
「抵抗」の純粋形態
「権力」による「政
策」に対する受動
的な対応。
抗　議 「政策」の撤回を要求する活動。「抵抗」でありなが
ら、「参加」の意味
合いを内包する最
初の契機が内在。
異　議 「政策」の部分的修正を要求。
要求の範囲は政策内容の根本的
な修正、細目の修正、補償内容
の修正といった段階がある
対決から交渉へ。
より「参加」の契
機が増す。
建　議
（請議）
「権力」による「政策」提起を待
たず、能動的に政策提起を行う。
「政策」原理の変更など政治行
政過程についての制度改革を積
極的に提言。
「参加」の純粋形態。
「権力」に対して能動的に政策提言を行
う。
請　願 「権力」が現に維持している「政
策」原理の変更を要求せず、「権
力」に対して個別具体的な利益
配分を要求する行動形態。日本
の参加型の運動に多い。
「権力」に対する批判の契機を持たず、
消極的抵抗でも積極的統制でもない。
「権力」に対して私的な情を陳べ、特別
な配慮を請い願う行動形態。
（出所）西尾（1975）より筆者作成。
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域で行われた住民運動がどういう活動でどういう意義があったかを理解する上
で、有益な視点を提供している。
　以上、西尾の議論について述べてきた。運動と「権力」の関係、運動と「政
策」の関係をまとめると、表 4のように示すことができる。西尾が展開した
議論は運動による参加に焦点をあてた議論であり、住民運動の目的や組織、活
動を包括的に論じつつも参加について議論を十分に展開しなかった宮本の議論
と補完的に用いることができる。
３．矢水協による水質保全活動
　3.1　矢作川の水質汚濁と当時の水質保全政策
　まず、矢水協による水質保全活動を行うきっかけとなった流域での水質汚濁
問題についてを述べる。矢作川では高度経済成長期前後で深刻な水質汚濁が発
生した。その原因としてこれまでに次の 3 点が指摘されている。
　第 1 に、産業活動に伴う廃水による汚濁である。当時行われた水質調査（明
治用水土地改良区，1968；原，1975）によると、1961 年頃から多くの中小規
模の工場が立地し、汚濁水が十分に処理されないまま排水されたことで汚濁が
激しくなった。また、上流の山砂利採取等の活動も汚濁を引き起こしたという。
第 2 に、都市化に伴う生活廃水による汚濁である。同じく当時の調査によると、
同区内では宅地化が進行しているにも関わらず下水道が設置されないなどの問
題があった。農林省農地局（1969）は、当時こうした工業化や都市化に伴う
汚濁が各地で起こっていたことに触れながら、水質保全のための制度が十分に
表 4　住民運動の活動と「権力」「政策」との関係
住民運動のタイプ 権力との関係 政策との関係
作為阻止型 抵抗 拒議、抗議、（異議）
作為要求型 参加 建議
（出所）筆者作成。
千葉大学　公共研究　第５巻第１号（2008 年６月）
125
整備されていなかったことも汚濁の要因として指摘している。第 3 に、その
後、1980 年代になると矢作川流域ではゴルフ場造成などの開発行為が活発化
し、これに伴う排水が水質汚濁を引き起こしている4。
　これらの原因で発生した汚濁により被害を受けたのは、農業や漁業を行う
人々であった。当時の新聞記事によると 1970 年には泥水が、1984 年には豪
雨に起因する汚濁水が農業や漁業に被害を与えた5。農業者や漁業者にとっ
て、水質汚濁は克服すべき緊急課題であった。彼らは 1962 年頃より個々で独
自に水質調査を行うなどの活動を始めていたという（矢作川環境技術研究会編，
2002）。しかし効果が得られなかった。そこで、ともに活動を行って水質を改
善させることを目指して、中、下流域の農業者団体、漁業者団体が中心となり、
流域市町村に参加を呼びかける形で 1969 年に矢水協が結成された。
　3.2　矢水協の目的と組織構成・主体
　矢水協の組織的特徴や活動について具体的に述べる。まず、矢水協の活動と
組織構成及び主体に注目する。
　矢水協の活動は主に農業、漁業の生産活動のための水資源の保全を目的とし
ている。矢水協の水質保全活動の目的は規約第 3 条に、この目的に沿った活
動は第 4 条に規定されている。
第 3 条　協議会は矢作川沿岸及び水域の水質保全のために必要な調査、対策
及び運動を行うことを目的とする。
第 4 条　協議会は前条の目的達成のため、次の事項を行う。
　⑴　矢作川沿岸及び水域の水質基準に関すること。
　⑵　関係官庁との連絡・陳情・指導援助に関すること。
4 上流域の町村では盛んにゴルフ場開発が行われ、一時流域は「ゴルフ場銀座」と
称される程であった（矢水協，1999，下巻 339 ページ）。
5 それぞれの被害額は約 6 億 4 千万円、約 10 億円とされる（矢水協，1999，上巻
36，190 ページ）。
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　⑶　その他水質保全のために必要な事項に関すること。
 （矢水協資料より）
　こうした規約に基づいて行った矢水協の活動について、矢水協の事務局長で
あった内藤は次のように説明している。
　「…本来、矢水協の活動は公害研究や住民運動理論が先行して、政策論争か
ら出発したものではなく、紛争解決の必要に迫られた上の実践が先行し、1 つ
ずつ事例ごとの経験と実績が積み上げられて今日に至ったものである。…
　いいかえれば、矢水協の活動は農林漁業者の保全を前提にしたもので、反政
府理論から出発する理論闘争を手段とする公害住民運動とは異なるものであ
る。」（内藤，1988，14-15 ページより抜粋）。
　これは、矢水協の水質保全活動における理念を述べた文章である。矢水協が
その都度直面する水質汚濁防止を如何に行って農業、漁業のための水資源確保
を行うかという課題に取り組んでいたことを示している6。
　また、矢水協は愛知県内の他の流域で同様の水質保全活動を行う組織が連携
を求めた際に、流域における問題は流域の住民により解決していくという姿勢
からこれを断っていたという7。このことも矢水協の活動における理念の 1 つ
として挙げておく。
　次に、矢水協の組織構成と主体について述べる。矢水協は、水質汚濁によっ
て被害を受けていた農業者、漁業者が中心となって被害を受けていた農業者、
漁業者団体に参加を呼びかけるとともに、流域自治体にも参加を呼びかけ、こ
れに自治体が応じる形で結成された。1969 年の結成当初は農業団体 6、漁業
団体 7、流域自治体 6 の 19 の団体を会員団体としていたが、流域に存在する
農業団体、漁業団体、自治体が参加し、2006 年現在で農業団体 4、漁業団体
18、流域自治体 18 の 40 の会員団体で構成されている。それぞれの会員団体は、
6 内藤は「住民運動理論」や「反政府理論」の内容を説明していないが、これは当
時各地で行われていた公害反対の住民運動のうち、特に革新的な住民運動を念頭に
置いてなされた表現だと考えられる。
7 明治用水（1979）、369 ページを参照。
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一口 5000 円で会員団体間に割り振られた口数分の会費を負担しており、会費
によって構成された予算は、後述する事務局の職員の人件費や活動費用に充て
られている。図 1に会員団体数と予算の推移を示した。
　ここで注目したいのは、農業者、漁業者はそれぞれ矢作川に対して水利権、
漁業権を持ち、それを利用して生産活動を行っている利水者であるという点で
ある。更に、流域自治体は権限を持って公害防止に努める行政主体である一方、
地域住民に対して水道を供給する主体でもあり、利水者という点で農業者、漁
業者団体と一致している。
　矢水協には、事務局という専任機関と役員会、総会という集合的意思決定機
関がある。事務局は会員団体の 1 つである明治用水土地改良区の職員が出向
している。役員会は、矢水協の役員団体と事務局で構成されている。役員団体
は発足以来ほぼ一貫しており、表 5に示したように上流、中流、下流の会員
団体数
図 1　矢水協の会員団体数と予算額の推移
（出所）明治用水（1979，1997）及び矢水協資料より筆者作成。
（注）2006 年において会員団体が減少しているのは、流域で市町村合併や漁業の合併
が行われたことによる。
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団体で構成されている。役員会では、全会員団体が集まる総会で提案される矢
水協の事業計画案、予算案が決定されている。更に、後述する矢作川方式で協
議・審査対象となる大規模な開発行為に対し、矢水協としての同意、不同意を
決定している8。
　総会は会員団体の代表者が一堂に会して行われる。矢水協の年間の活動報告
及び会計報告がなされ、役員会で決定された年間の事業計画及び予算計画が提
案される。これらの案に対して会員団体は議論を行い、各団体に均等に配分さ
れている投票権を用いて投票を行い、活動計画や予算案が議決される。
3.3　政府への働きかけ
　農業者、漁業者の活動を中心とする矢水協の水質保全活動について述べる。
矢水協の水質保全活動には、⑴中央省庁及び流域自治体への働きかけ、⑵流域
のパトロール、⑶独自の指導水質基準、⑷矢作川方式、⑸集合的意思決定にお
けるモニタリング、⑹メディアに対する働きかけの 6 点が挙げられる。
　１について述べる。矢水協は中央省庁や愛知県に対し、矢作川流域における
水質改善のための基準と、これらを守らせるための罰則規定を制定するように
働きかけていた。矢水協の第 2 代の会長であった岩月氏は次のように発言し
ている。
8 2002 年 6 月 17 日、事務局ヒアリングより。
表 5　矢水協の役員団体
会　長：明治用水土地改良区
副会長：岡崎市、豊田市、枝下用水土地改良区、愛知県漁協連合会
理　事：安城市、碧南市、矢作川沿岸土地改良区連合など
監　事：西三河農協組合長会、一色町など
（出所）矢水協（1999）、矢水協資料より筆者作成。
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岩月　協議会を発足させて「さあ、悪質な企業や業者に目に物を見せてやろ
う」と思ったら、取締りの根拠となる法律がない。（昭和）42 年 8 月に公害対
策基本法はできていたけれども、同法に基づく環境基準が矢作川水系には定め
られていないし、汚濁原因者に対する直罰規定を持った法律も全くない。そこ
で、「まず、これ等の法規制を実現しないことには何もできない」ということ
で、県、経済企画庁、通産省や農林省にも陳情を繰り返しました（矢作川同人，
1979，8 ページ）。
　この発言によると、矢水協は中央官庁のうちの経済企画庁、農林省、通産省
などに対して陳情を行っている。資料によると、中央官庁に対する陳情活動は
結成から 1971 年までに頻繁に行われており、1970 年にはこれらの官庁に対
して 6 回、71 年には 14 回の陳情を行っている（矢水協，1999，上巻）。この
時の陳情の内容は、専ら矢作川に水質基準を制定するように働きかけることに
あった。矢水協が結成された 1969 年には、経企庁の水質審議会において矢作
川部会が設けられて水質保全法の適用が議論されていたが、矢水協の代表者は
そこに参加して、部会内で提案された基準案が矢水協にとって満足できるもの
ではないとして再検討するよう要望している。翌年以降の陳情では、水質汚濁
防止法の早期施行と矢作川への基準の設定、基準値の上乗せを要望している 9。
また、矢水協は、環境庁が設置された 70 年と 71 年には、環境庁長官に直接会っ
て水質汚濁の深刻さを訴え、現場を見てほしいと要望している10。しかし、こ
のように中央省庁に対して陳情などの活動を行っていたのは結成以降 2、3 年
の期間であり、以降政府に対する働きかけは流域自治体に集中していく。
　中央政府から流域自治体へ活動の対象を変えていった背景の 1 つに、こう
した矢水協の活動に対する当時の中央省庁の対応があると考えられる。例えば、
経企庁は次のような対応をしている。水質保全法に基づいた水質基準の制定に
9 明治用水（1979）、370、374-375 ページを参照。
10 矢水協（1999）、上巻 46、55 ページを参照。
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際しては流域住民の基準設定に対する強い要望に配慮したという内容の発言を
しているが、他方では汚濁改善の署名を持って陳情に来た矢水協の代表者に
対して、陳情を受け入れずに企業活動を重視することを優先する発言をした11。
また、環境庁は矢水協の代表者らに対して長官に対して直接陳情を行う場を設
けているものの、その際に要望した長官による現場の視察が実現したという記
表 6　県議会における矢作川の水質汚濁をめぐる質疑応答の主な内容
時期 質問者 発言内容 回答者 回答内容
1967 年
9 月
池田龍一 矢作川での水質汚濁調査によると、農業に被害が出ている。
農業用水における用排水分離の実施と、矢作川への水質基準
を設定してほしい。
参事 ・水質基準は経企庁と県が共に現在検討中であり、早急に設定したい。し
かし水質基準は排出基準であって環境基準ではないことから、立地や土
地利用問題から解決せざるを得ないのではないか。
・現在の排水のあり方がよくないが、用排水分離の実施は地域社会にとっ
て利益がなく、諸問題がある。
1971 年
9 月
酒井鈴夫 ・県の強い働きかけにより、水質保全法に基づいて 1970 年に
矢作川水域が指定水域になり、県に環境部が創設されるな
ど、水質保全に努力している。しかし矢作川の水質汚濁は
改善されず、ひどくなる一方。上水道用水、農業用水、漁
業関係者にとって死活問題に発展しつつある。県当局はこ
の事実をどのように把握しているか。
・矢作川汚濁はヘドロ公害である。矢水協の調査によると、
上流の山砂利採取場などを調査したところ、夜間に汚濁水
を放流しているが、県の調査した山砂利と硅砂の排出水の
数値はどのようになっていたか。今後の規制及び監視体制
の強化の方針とあわせて聞きたい。
 　無免許業者が山砂利を採っていると聞く。この情報は事
実か。また、砂利採取法ではこの行為に対する罰則を設け
ているが、これを適用したことがあるか。
知事 十分に規制を加え、監視体制を強化したい。矢作川は指定水域となったが、
環境基準を保有することを目標にして方策を講じていきたい。
環境部
長
・川の濁度が高い点については、上流の山砂利などの業者によるヘドロ投
棄による影響とみている。今後とも関係機関と十分な連絡を取りつつ規
制の強化対策を推し進めたいと考えている。
土木部
長
・現在、無許可業者が 5業者いる。許可手続きをとるべく行政指導として
緊急措置命令を出しているが、そういう命令に従わなくて違法操業を続
けている。土木部としては告発をする前提で最終的な緊急措置命令を出
した。今後も言うことを聞かない者に対しては告発したいと考えている。
監視体制が不十分なので、監視体制を増員し、今後は夜間といえども監
視をし、どんどん行政指導を行い、悪質なものは告発をしていきたいと
考えている。
（出所）各年度の愛知県議会定例会会議録より筆者作成。
11 矢水協（1999）、上巻 6 ページ及び内藤（1999）を参照。経企庁の課長が行ったという
この発言は、彼らをひどく激怒させ、自分たちで活動を行うことを決意させたという。
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録は見つからなかった12。
　次に、流域自治体の議会や行政に対する働きかけについて述べる。矢水協は
愛知県議会、県行政に対する働きかけを積極的に行っていた。まず、農業者、
漁業者が愛知県や国の出先機関に対してデモ行進を行っている13。また、矢水
表 6　県議会における矢作川の水質汚濁をめぐる質疑応答の主な内容
時期 質問者 発言内容 回答者 回答内容
1967 年
9 月
池田龍一 矢作川での水質汚濁調査によると、農業に被害が出ている。
農業用水における用排水分離の実施と、矢作川への水質基準
を設定してほしい。
参事 ・水質基準は経企庁と県が共に現在検討中であり、早急に設定したい。し
かし水質基準は排出基準であって環境基準ではないことから、立地や土
地利用問題から解決せざるを得ないのではないか。
・現在の排水のあり方がよくないが、用排水分離の実施は地域社会にとっ
て利益がなく、諸問題がある。
1971 年
9 月
酒井鈴夫 ・県の強い働きかけにより、水質保全法に基づいて 1970 年に
矢作川水域が指定水域になり、県に環境部が創設されるな
ど、水質保全に努力している。しかし矢作川の水質汚濁は
改善されず、ひどくなる一方。上水道用水、農業用水、漁
業関係者にとって死活問題に発展しつつある。県当局はこ
の事実をどのように把握しているか。
・矢作川汚濁はヘドロ公害である。矢水協の調査によると、
上流の山砂利採取場などを調査したところ、夜間に汚濁水
を放流しているが、県の調査した山砂利と硅砂の排出水の
数値はどのようになっていたか。今後の規制及び監視体制
の強化の方針とあわせて聞きたい。
 　無免許業者が山砂利を採っていると聞く。この情報は事
実か。また、砂利採取法ではこの行為に対する罰則を設け
ているが、これを適用したことがあるか。
知事 十分に規制を加え、監視体制を強化したい。矢作川は指定水域となったが、
環境基準を保有することを目標にして方策を講じていきたい。
環境部
長
・川の濁度が高い点については、上流の山砂利などの業者によるヘドロ投
棄による影響とみている。今後とも関係機関と十分な連絡を取りつつ規
制の強化対策を推し進めたいと考えている。
土木部
長
・現在、無許可業者が 5業者いる。許可手続きをとるべく行政指導として
緊急措置命令を出しているが、そういう命令に従わなくて違法操業を続
けている。土木部としては告発をする前提で最終的な緊急措置命令を出
した。今後も言うことを聞かない者に対しては告発したいと考えている。
監視体制が不十分なので、監視体制を増員し、今後は夜間といえども監
視をし、どんどん行政指導を行い、悪質なものは告発をしていきたいと
考えている。
（出所）各年度の愛知県議会定例会会議録より筆者作成。
12 しかし、矢水協結成 10 周年、20 周年の記念大会には環境庁職員が出席している。
このことは環境庁が矢水協の活動を認めていることを意味している。
13 矢作川同人（1979）、9 ページを参照。
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協には会員団体である農業団体、漁業団体を支持母体とする愛知県議会議員が
おり、彼らを通じて県議会において県行政に対して矢作川の水質汚濁に関わる
諸問題についての質問し、汚濁防止のための対策を講ずることを求めるなどの
働きかけをしている14。
　彼らの県議会における質疑の概略の一部を表 6にまとめた。県行政に対し
て矢作川の水質汚濁や汚濁を防止するための対策を求め、汚濁を引き起こす諸
事件に対する取締りやその後の処置を求めていることが分かる。また、議会で
の質疑応答の他に議員を通して議会に水質保全のための請願を出し、それらが
採択されるという成果を得ている15。このように、矢水協の中心的メンバーで
ある農業者、漁業者は、中央省庁や県行政に対して住民運動の活動を通じて直
接的間接的に水質汚濁防止のための制度の制定と厳しい基準の適用や、水質汚
濁防止対策を求めていた。
　この他に、流域自治体に対する彼らの働きかけで重要なのは、自治体の矢水
協への参加の呼びかけである。注目すべき点は、農業者らが流域自治体の行政
に期待しながら利水者である点に注目し、利水者同士による自主防衛組織を結
成しようと参加を呼びかけている点である（矢作川同人，1979）。流域自治体
が参加した矢水協は、流域の企業に対する活動の他に、会員団体である自治体
に対しても、水質保全政策に対する要望や水質事故などが起きた時に対する抗
議などを行っている16。
3.4　流域パトロールとそれに基づく告発
　次に⑵について述べる。矢水協の水質保全活動の中で農業者、漁業者が最も
力を入れていた活動の 1 つが、汚濁源の立地と企業名を把握し、汚濁を行っ
14 矢作川同人（1979）、8 ページによると、会員団体の農業団体、漁業団体から酒井
鈴夫氏や池田龍一氏らが議員として県議会に参加していた。
15 昭和 46 年 9 月定例愛知県議会会議録 446-450 ページを参照。
16 2002 年 4 月 19 日に実施した矢水協事務局ヒアリングより。
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ている証拠をつかむ流域のパトロールである。彼らはこの活動を矢水協結成以
前から行っていたが、被害を受けていた農業者団体らがまとまってパトロール
を行うようになったのは、矢水協結成以降である。矢水協事務局長であった内
藤はこの活動について次のような発言をしている。
内藤　業者のパトロールは初期の頃からやっていました。というのは、国や県
に陳情書や要望書を提出する際に、文書だけではなく汚濁の実態を示す写真を
添付するようにしていましたから、その写真を撮るためにもパトロールは必要
だったのです。しかし、「いつの日にか告発するために証拠を押さえるのだ」
という意識を持ってパトロールをし始めたのは、やはり（筆者注：昭和）46
年からですね（矢作川同人，1979，9 ページ）。
　この発言によると、当初のパトロールの目的は前節で述べた政府への働きか
けを行う際の証拠を収集するために行われていたことが分かる。しかし、パト
ロールによって証拠を集めて行った行政に対する働きかけでは、水質汚濁の改
善はなされなかった。下の岩月氏の発言はそのことを伝えている。
岩月　…県への請願は採択されたが、一向に実効は挙がらない。それでは、と
いうことで水質汚濁防止法も適用できるようになったので、「本当に悪質な業
者を告発して反省を促そう」と決意するようになった（同上）。
　岩月氏の発言も内藤氏の発言も、水質保全行政と法規制が功を奏さない状況
で、矢水協にとってパトロールが陳情の際の証拠集め以上の意義をもつ活動に
なったのは、水質汚濁防止法が制定されてからであることを伝えている。彼ら
が特に注目しているのは、この法の第 6 章に規定されている直罰規定である。
排水基準に適合しない水を排水する行為などを犯罪とし、処罰の対象として規
定している（宮本・立石，1983）。
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　水質汚濁防止法によって規定された基準を守らない事業者に対し、直罰規定
を適用することを目指して行われたパトロールは、当初は矢水協の事務局を中
心に農業団体、漁業団体の代表が複数のグループを形成して行っていた。その
後、徐々に事務局と事務局が設置されている明治用水の職員が中心になって
いった17。図 2はパトロールによって把握した乱開発行為を行う事業者の立地
を示している。流域のパトロールは 1つ 1つの支流に至るまで綿密に調べ、個々
の事業者の開発・排水行為を監視し続けていることが分かる。
　1973 年にはパトロールによって水質基準を守らない事業者の汚濁行為の証
拠をつかみ、全国初の水濁法の直罰規定に基づく告発をした。その後、矢水協
（1999）で把握した限り、表 7に示したように 8 回程告発を行っている。パト
ロールに基づく告発は、汚濁行為を行う流域の事業者の行動様式を変える大き
な効果をもたらしたという18。
　以上、流域のパトロールについて述べた。パトロールは当初、行政の陳情の
ための証拠集めとして行われていた。しかし、住民運動を通じて行政に働きか
けてもさほど水質汚濁防止の効果が得られなかったことや、直罰規定が含まれ
る水質汚濁防止法が制定されたことから、直接汚濁源である事業者に働きかけ
る活動として行われるようになった。中・下流側の水を利用して生産活動を行
う主体の立場から考えた場合、汚濁要因が複数存在し、かつそれらが複合して
いた水質汚濁であったため、こうしたパトロールは、汚染源である企業の立地
や排水状況などを把握することで上・中・下流の立地によって生ずる情報の非
対称性を少しでも緩和しようとする活動であったといえる。最後に、こうした
パトロールは農業者らが中心となって行われた活動であるが、彼らは活動を行
う上で水質に関連する物理的、化学的知識など科学的知見をある程度身につけ
17 矢水協（1999）、下巻 516 ページを参照。当時のパトロールの様子については、矢
作川同人（1979）を参照。
18 矢作川漁協百年史編集委員会（2003）231 ページを参照。
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図 2　パトロールにより把握した乱開発地図
（出所）矢水協（1999）、上巻 272 ページ。
表 7　矢水協が関わった流域の業者・企業の告発
1972年　矢作川上流で豊田市・藤岡町内の山砂利採取３業者を水質汚濁防止法違
反で愛知県警に告発
1973年　安城市内のメッキ工場を水質汚濁防止法違反で愛知県警に告発
1975年　矢作川上流部の豊田市・藤岡町・明智町内の山砂利採取４業者を水質汚
濁防止法違反で中部管区警察局に告発
1979年　豊田市内の窯業原料採取業者を水質汚濁防止法違反で愛知県警に告発
1980年　西尾市内の山砂利採取業者を水質汚濁防止法違反で愛知県西尾警察署に
告発
1982年　藤岡町内の窯業原料採取業者を水質汚濁防止法違反で愛知県警に告発
1983年　愛知県警に岡崎市内の染色工場を水質汚濁防止法違反で告発
　　　　愛知県警に小原村の窯業原料採取業者を水質汚濁防止法違反で告発
（出所）矢水協（1999）及び矢作川環境技術研究会編（2002）より筆者作成。
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ながら調査などを行っていたことも付記する19。
3.5　独自の指導水質基準
　次に⑶について述べる。3 ⊖ 3 節で、矢水協は中央政府や県を中心に厳しい
水質基準の策定を要求し、それが一部受け入れられながら基準が制定されたこ
とを述べた。その後も矢水協は、水質基準に関わる制度が議論される度に基準
値の上乗せなどを県に対して要望し、遂には矢水協独自の指導水質基準を持つ
に至っている。一連の活動を表 8にまとめた。このように、独自の水質基準は、
政府の制定する基準に対して更なる基準を求める中で出来上がっていったもの
である。
　この独自の水質基準の一部を表 9、表 10に示した。表には併せて国や県の
基準も示したが、両者を比較すると、矢水協独自の指導水質基準はこれらの基
準値を横出し上乗せしていることが分かる。これらの基準値は、矢水協の会員
団体である流域自治体の公害防止協定や指導要綱に、そして土地改良区で農地
転用がなされる際の同意条件として採用されている。会員団体によっては、よ
り厳しい基準値で協定を締結するなどの措置を取っているという20。
3.6　「矢作川方式」
　次に⑷について述べる。「矢作川方式」とは、流域で行われる企業の経済活
動案件に対する行政の審査過程に矢水協が参加する一連の事前協議過程を指す。
これについて具体的に述べる前に、なぜこうした行政の審査過程に矢水協が参
加することができたのか、その背景について簡単に述べる。
　愛知県では、1972、73 年頃より県内で盛んになりつつあった大規模開発（乱
開発）を懸念し、1974 年にこれを規制する目的で、1 ha 以上の工場用地やゴ
19 矢水協は 1973 年に岡崎市水道局の協力を得て『水質保全のしおり』という水質に
関する用語や科学的知見に対する解説集を公刊している（矢水協、1973）。
20 2002 年 10 月に行った 10 の会員団体及び同年 11 月に行った矢水協事務局に対す
るヒアリングより。
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表 8　政府による矢作川の水質基準制定と矢水協の関与
1969 年　経済企画庁により矢作川の水質基準原案が作成される。矢水協はそれを
検討し、経企庁に対し再検討を要望する。
1970 年　閣議決定を経て、矢作川は水質保全法の指定水域になり、環境基準が決
定される。
1979年　総量規制が導入される。矢水協は政府に対し規制強化を求める採択を行う。
1980 年　矢水協独自の指導基準を施行し、自治体を中心に各会員団体が採用し始める。
1990 年　独自の指導基準を改正。
（出所）矢水協（1999）、矢作川環境技術研究会（1999）、及び 2002 年 10 月に実施した会員
団体のヒアリングをもとに筆者作成。
表 9　矢作川水域等水質汚濁防止指導基準値表（水質）
項　　　目
基準値［許容限度］
国の基準
県の基準
（矢作川）
矢水協 単位
生物化学的酸素要求量（BOD） 160（120） 25（20） 10 mg/l
化学的酸素要求量（COD） 160（120） 25（20） 10 mg/l
浮遊物質量（SS） 200（150） 30（20） 10 mg/l
亜鉛含有量 5 1 mg/l
シアン化合物 1 検出されないこと mg/l
PCB 0.003 検出されないこと mg/l
（出所）矢水協資料より一部抜粋して筆者作成。
表 10　矢作川水域等水質汚濁防止指導基準値表（し尿浄化槽）
1 日あたりの平均的
な排出水量
基準値［許容限度］
BODmg/l CODmg/l SSmg/l
10m3以上 20m3未満 30 30　　 30
20m3以上 30m3未満 20 25（20） 20
30m3以上 50m3未満 10 25（20） 10
50m3以上 10 10　　 10
（出所）矢作川環境技術研究会（1999）及び矢水協資料より一部抜粋して筆者作成。
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ルフ場の造成、土砂の採取行為などの開発行為に対する「愛知県土地開発行為
に関する指導要綱」（土地開発指導要綱）が規定された。この中で、開発行為
を行う事業者は事前に知事と協議を行うことが求められている。更に、協議の
際、開発が行われる市町村長は知事に対して意見を述べることができる。
　矢水協の資料によると、1974 年に起きた流域の泥水汚濁によって矢水協会
員団体の農業、漁業団体が被害を受けたことや、矢水協による流域のパトロー
ルとそれに基づく告発などの活動が評価されていたことを背景に、矢水協と県
の間で、この指導要綱が対象としている規模の土地利用（開発）行為に対して
矢水協の同意を必要とする旨の「紳士協定」が結ばれていたという。しかし、
1980 年に矢水協が同意していないにも関わらず県が許可を出した砂利採取業
から汚濁水が流出する事故が起きた。これに対して矢水協は県が協定を無視し
て許可を出したことや県の事前協議に問題があったことに対して抗議を行った。
調査の結果、県の許認可プロセスに不備があったことが判明し、県が矢水協に
対して陳謝するとともに、事前に矢水協と十分に協議をする協定が再確認され
た21。この一連のプロセスを表 11にまとめた。この愛知県による土地開発指
導要綱への矢水協の参加が、「矢作川方式」の原型となる。
　以上、「矢作川方式」に至るまでのプロセスについて述べた。次に、「矢作川
方式」の内容について述べる。この方式をいち早く紹介している毎日新聞社編
（1980）では、次のような説明がなされている。
　「矢作川流域で開発をしようとする業者は矢作川沿岸水質保全対策協議会と
事前協議するシステムになっている。…県は（筆者注：昭和）49 年 5 月、大
規模な開発をチェックするために『県土地開発行為指導要綱』を施行、…要綱
によると、開発業者は 1 ヘクタール以上の開発行為をしようとする場合、開
発申請書を県へ提出することが義務づけられている。一方、県は申請内容につ
いて関係市町村へ意見を求め、その意見を参考にして最終的に知事が判断する
21 矢水協（1999）、上巻 571-576 ページを参照。
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ことになっている。
　ところが、矢作川水域での開発の場合は、申請書が関係市町村を通じて水質
保全協議会事務局（筆者注：矢水協事務局）に回ってくる。協議会は業者から
開発の内容、公害防止対策を詳しく聞き、役員会で同意、不同意を決定、その
旨を県に伝える。」（毎日新聞社編，1980，143-144 ページ）。
　このように、県の土地開発指導要綱における矢水協の事前協議への参加が「矢
表 11　土地利用（開発）に関する県の事前協議への参加過程
1969 年　矢水協結成
1970 年　愛知県と矢水協の間で、新設工場の設置には矢水協の同意が必要となる
「紳士協定」が締結される。
1974 年　愛知県土地開発に関する指導要綱を制定。
1980 年　矢水協が十分な事前協議を行っていないにも関わらず、愛知県が許可を
出した開発行為から汚水が流出する事件が発生。これに対し矢水協が県
に抗議、県は「紳士協定」を守ることを確認。
　　　　　以降、開発規模に関わらず、流域市町村が会員団体であるという協力
関係から、より小規模な開発行為や排水行為に対しても協議が行われる。
（出所）明治用水（1979），2002 年 11 月矢水協の事務局ヒアリングをもとに作成。
図 3　大規模開発に対する「矢作川方式」の事前協議プロセス
（出所）毎日新聞社編（1980），矢作川環境技術研究会編（1999），及び矢水協事務局
ヒアリングより筆者作成。
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作川方式」による水質保全であるが、矢作川環境技術研究会編（1999）によ
ると「矢作川方式」はもう少し手順を踏みながら事前協議を行い、同意・不同
意を決めている。これら手順を加えて全体を図式化すると、図 3のように示
すことができる。
　事前協議は、次のプロセスを経て協議が行われる。行為者側から申請書が県
に提出され、県から関係市町村を通じて事務局へ連絡が行くと（①→②→③）、
事務局、関係市町村や地域住民の代表、警察等も加わって、公害防止会議（公
防会議）が開催される（④）。表 12に公防会議の参加者を示した。開発行為
等が行われる市町村で開催され、付近の地域住民の代表や、直下流に位置する
所に権利を持つ土地改良区や漁協、そして事務局と警察が参加する22。
表 12　豊田市で行われた公害防止会議での委員の構成
豊田市関係者 愛知県関係者 地域住民 その他
○豊田市長
豊田市市議会長
豊田市助役
豊田市企画部長
豊田市環境部長
豊田市道路部長
愛知県住宅供給公社
理事長
愛知県豊田事務所長
愛知県豊田土木事務
所長
愛知県豊田保健所長
愛知県豊田警察署長
猿投土地改良区理
事長
本徳区長
乙部区長
篠原区長
保見町区長
東保見町区長
貝津町区長
保見緑苑区長
保見ヶ丘 6区区長
県営保見区長
公団保見ヶ丘区長
乙部団地開発委員
会会長
住宅・都市整備公団
中部支社長
矢作川沿岸水質保
全対策協議会会長
（出所）矢作川環境技術研究会編（1999），表 5 － 3，323 ページより筆者作成。○は公防会
議の議長を示す。
22 2002 年 11 月 22 日の事務局ヒアリングより。
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　矢作川環境技術研究会編（1999）によると、公防会議では、計画審査の段
階で排水放流協議を含む事業計画の内容を検討し、環境アセスメントを行わせ
る。ここで承認を得ると、次に工事段階で施行計画書のチェックと濁水対策な
どの技術的指導が行われ、必要に応じて環境モニタリングを行わせて結果を会
議で報告させる23。そこで承認を得ると事業が行われるのであるが、この段階
でもパトロールが行われ、排水の水質チェックなどが行われる。汚水流出防止
のための対策を徹底して取らせていることがわかる。そして、この過程で、矢
水協の指導水質基準に則った協議及び審査が行われる。この過程で、汚水流出
の可能性があったり、水質基準が守られないと予想される場合には、矢水協か
ら同意が得られる程度の対策が取られるまで協議が続くため、開発、排水行為
は実施されない。しかし、基準を満たせば実施は認められる。ここで計画案に
対して合意に達した後、必要に応じて役員会で改めて議論した上で矢水協とし
て同意・不同意を決め（⑤）、許認可権のある県に伝える（⑥）。県はこれらの
結果を踏まえて許可・不許可を決め（⑦）、行為者に通知する。以上が「矢作
川方式」のプロセスである。
　一連の協議・審査過程における環境アセスメント及び環境モニタリングの施
行と、汚水流出防止対策のためにかかる費用は開発、排水行為者が負担してい
る。表 13は地方自治体の行う公共事業における仮設防災工事内訳を示してい
る。工程内に沈砂池を設けて流水の速度を落とし、堆積土砂を沈澱させて濁水
が流れ出るのを防ぐとともに、環境モニタリングを行い、工程における水環境
への影響を計測するための費用が計画に含まれている。このように、矢作川方
式における協議の対象には、企業による開発行為や経済活動だけではなく、流
域自治体の行う公共事業も含まれている。
　図 3は大規模開発を対象としているが、より小規模な開発行為や矢作川に
23 規制対象となる企業も汚水流出防止のための技術を研究し、それを公表している。
矢水協が行う技術的指導はこうした研究成果を活かすことが多い（2002 年 11 月 22
日の事務局ヒアリングより）。
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排水をする経済活動（排水量 20t/1 日）も協議対象となる。この場合も同様の
プロセスを経て事前協議が行われるが、この過程では図 3のように地域住民
や警察などは参加せず、自治体、農業団体、漁業団体、そして開発・経済行為
者間で事前協議が行われる。
　以上の内容を有する「矢作川方式」は、県や中核市規模の自治体がもつ指導
要綱などに依拠して行われているが、矢水協の同意を得ること自体に法的な根
拠はない24。このような限界があるにも関わらずこの方式が機能しているのは、
法的に問題がなくても地域の実情に合わないと考えられる案件に対して、自治
表 13　汚水流出防止対策および費用額の例
　事業の概要
１．工事種　工場用地造成工事
２．事業者　地方公共団体
３．工事場所　愛知県内
４．工事期間　1986．10.18 － 1987．10.5　約 12 ヶ月
５．請負金　915,000,000．税抜
６．工事概要　工事面積 169.600m2、土工量 972,990m2、調整池１基など。
７．仮設防災工事内訳
仮設沈砂池
1－ 5号
設置撤去費　35,000,000
維持費　5,000,000
計　　　40,000,000
面積 4,500m2、容量 6,500
m3
ポンプ、薬品
工事中防災
工事費
環境モニタリング
26,000,000
外注費　6,000,000
計　32,000,000
場内沈砂池、切り回し水
路、法面養生
切り回し水路、水質測定、
自主管理費
合計　72,000,000
　仮設防災工事費の割合　72,000,000/915,000,000=7.1％
（出所）矢作川環境技術研究会（1994），40 ページを筆者改変。５．と７．の金額の単位は円。
24 特に自治体がこのことを認識していた（2002 年 10 月に実施した 7 つの会員団体
のヒアリングより）。
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体は矢水協の会員団体として事前協議の中で修正を求めることができるなど、
許認可権をもつ自治体にとって都合が良かったからである25。また、矢水協の
同意を得ない案件に対しては自治体も許可を出さない（科学朝日，1990）。こ
うして用いられている「矢作川方式」について、1976 年度からの 20 年間で
協議された件数と年度ごとの総面積を図 4に示した。小規模の排水や開発行
為も含むと、これまでにかなりの数の事前協議が行われてきていることが分か
る。近年では、土石採取、建設、造成を行う事業について 2001 年度は 264 件、
総面積数 8440 千 m2、2006 年度は 279 件、8738 千m2 が協議されている26。
3.7　集合的意思決定時のモニタリング
　次に⑸について述べる。3.2 節で、矢水協には役員会と総会という集合的意
思決定機関があり、そこで事務局から矢水協の活動計画や活動報告がなされて
いることを述べた。これらの機関は矢水協の集合的合意形成を行う場であるが、
それと同時に、事務局による前年度の活動報告を通じて、流域内の企業（及び
25 毎日新聞社編（1980）、144 ページを参照。
26 2006 年 9 月 13 日に実施した矢水協事務局ヒアリングより。
図 4　「矢作川方式」による協議件数と面積数
（出所）矢作川流域振興交流機構（1998），表 6，7，８より筆者作成。
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公共事業を行う自治体）が水質基準を遵守しているかどうかのモニタリングも
行っている。
　総会および役員会では、矢水協の活動として「矢作川方式」での協議件数、
開発・排水規模とその内容、パトロールの内容と結果とその際に行った抗議・
要請内容が報告されている。この報告では、流域における産業活動とそれらの
水質への影響も報告されており、その時に流域で行われている排水・開発行為
のほぼ全てが会員団体に伝えられている。この中で、特に汚濁の危険性のある
活動や案件については、その詳細が報告される27。一連の報告から、会員団体は、
矢水協の指導水質基準及び「矢作川方式」が流域一帯で守られているか否かを
把握することができる。更に、報告を受けた会員団体は水質保全上の必要に応
じて、全く離れた所で行われる開発・排水行為に対して事務局やその活動が行
われる自治体に相談をし、これらの機関を通じて修正を求めることがあるとい
う28。
　このように、活動報告の中で事務局によるパトロール活動の結果や、「矢作
川方式」での協議について報告がされることで、全会員団体は流域一帯におけ
る産業活動の概要を知ることができ、流域のモニタリングが可能になっている。
そして、このように全会員団体が集まる場で流域一帯についての情報が伝えら
れることで、上流、中流、下流の立地の違いによって生ずる情報の非対称性を緩
和していることも注目すべき点である。役員会及び総会は、矢水協の集合的意
思決定機関であると同時に、流域の開発・排水行為に対するモニタリング機能
を果たし、流域間で生ずる情報の非対称性を緩和する機能も果たしている。
3.8　メディアに対する働きかけと報道
　次に⑹について述べる。矢水協は、結成当初から積極的にメディアに対して
27 2002 年 10 月の会員団体に対する一連のヒアリング及び 4 月 19 日の事務局へのヒ
アリングより。
28 2002 年 10 月 24 日の実施した会員団体の漁業団体へのヒアリングより。
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働きかけを行い、協力を求めている。そのねらいは、メディアによる水質汚濁
の実態を伝える報道を通じて、世論を喚起しながら汚濁水を流す企業を追及し、
圧力をかけることにあった29。当時の矢水協によるメディアに対する働きかけ
とそれを受けてなされた報道の一部を表 14にまとめた。
3.9　矢水協の水質保全活動による効果
　これまで 6 つの矢水協の水質保全活動について述べてきた。次にこうした
活動による効果について述べる。第 1 に水質への影響である。図 5、図 6は矢
作川流域における BOD、SS の経年の変化である。BOD は今日まで小さい値
表 14　矢水協によるメディアに対する働きかけと、その結果なされた報道
1969 年 9 月　パトロールの際に東海テレビによる取材を同行
　　　　　　→同年 12 月に放映。
1970 年 1 月　東海テレビ「テレビ討論会」に協議会代表が参加、水質基準の早期
設定を訴える。
　　　 6月　東海テレビ「公害追放キャンペーン」に矢水協職員が参加。
1971 年 1 月　パトロールにNHK名古屋の報道員を同行。
　　　　　　NHK名古屋「みんなの科学」で矢作川の汚濁状況の取材に協力。
　　　 3月　矢作川のヘドロ堆積調査に中日新聞記者を同行
　　　　　　→翌日記事として報道。
　　　 7月　昼夜のパトロールにNHK名古屋の記者、中日新聞記者を同行
　　　　　　→ 8月に中日新聞が記事として報道。
　　　 9月　河川水質調査を中日、朝日両新聞社が取材。
1972 年 1 月　矢水協が一色町若妻会に呼びかけて行った矢作川の汚濁状況をNHK
名古屋、CBC、東海テレビ及び中日、朝日、毎日新聞社が取材。
　　　 2月　矢水協の要請を受けた上流の窯業原料採掘業者による矢作川河口の
ノリ養殖場の視察を中日、朝日、毎日新聞社が取材。
1977 年 4 月　NHKにて矢水協の活動を伝える「白い川の 8年」が放送。
（出所）明治用水（1979），371-372 ページより筆者作成。
29 明治用水（1979）、371-372 ページを参照。
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のまま推移している。一方、SS は 1970 年代は高い数値を記録していたもの
のその後低下し、低い水準のまま維持されていることが分かる。こうした水質
の変化は、矢水協による水質管理以外にも矢作川流域の産業構造や企業の公害
防止設備の実施など、様々な要因が考えられる。しかし、図 4で示したように、
これまでに多くの開発・排水の案件と矢作川方式により審査し、汚濁水流出を
防いできている。矢水協による水質保全活動も少なからず水質汚濁の発生防止
を行っており、BOD を低く抑え、SS を大きく減らすことに一部貢献してきた
といえよう。
　水質汚濁の防止がなされることにより、水資源が回復しただけではなく、水
環境も改善された。流域にある豊田市立西広瀬小学校の資料によると、水質汚
濁が激しかった頃は子ども達が川に近づくことができないほど川辺や水環境が
悪化していたが、その後水質が回復するにつれ、子供たちが川や川辺で遊ぶこ
とができるようになっていったという（西広瀬小学校編，1990）。
　第 2 の効果は、流域一帯の組織が形成されたことによる効果である。これ
について 2 点の効果を挙げられる。第 1 に、会員団体間に水質や開発行為に
ついてのコミュニケーション関係が築かれた点である。内藤（1988）による
と、大規模開発計画が同時に起こった際、計画された近隣の自治体間でコミュ
ニケーションを取り、施工の時期をずらすなどの広域的な調整が行われたとい
う。また「矢水協の会員団体」という理由で、上流自治体と河口付近の漁協が
開発計画について意見交換が行うことがあるという30。矢水協がなければまず
交わされなかったこのようなコミュニケーションが、流域規模の水質管理を可
能にしている。第 2 に、流域規模で早い水質保全対策がなされている点である。
例えば、1989 年頃より、矢水協でゴルフ場で用いられる農薬が川の水質に悪
影響を与えていることが問題視され、対策が必要だと議論されていた。その後、
国がゴルフ場における農薬について基準を出した直後の 90 年 8 月から 10 月
30 2002 年 5 月及び 10 月に実施した矢水協会員団体に対するヒアリングより。
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図 5　BODの経年変化
図 6　SSの経年変化
（出所）図５、６ともに愛知県『公共用水域及び地下水の水質調査結果』各年度版及び加
藤保氏提供データより筆者作成。
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の 2 ヶ月の間に、流域の 27 ゴルフ場と 16 市町村間で農薬使用について同じ
基準を内容とする公害防止協定が一気に締結されている（矢水協，1999 下巻）。
４．矢水協による水質保全活動の検証
4.1　住民運動論からの検証
　以上、矢水協による水質保全活動について述べてきた。以下では、これらの
活動を宮本の住民運動論と西尾の運動形態の参加論から検証し、矢水協の水質
保全活動の特徴を明らかにしたい。まず、宮本の住民運動論に矢水協の活動を
当てはめると、表 15のように示すことができる。
　まず、①の活動の目的であるが、矢水協は農業者や漁業者を中心に農業・漁
業の生産基盤としての水の保全を目的に結成された組織であり、暮らしに関わ
る目的を持って活動しており、宮本の議論と合致している。
　次に②であるが、矢水協の運動を中心とする水質保全活動は農業者と漁業者
のみが担っている。大規模開発行為に対する「矢作川方式」において地域住民
の代表が参加しているが、矢水協の活動全体から見たとき、これは限定的な参
加といえる。また、政党による支援活動もなく、他流域で活動をしていた同様
の団体が呼びかけた連携を断っている。したがって、多様な組織が参加する諸
表 15　宮本の住民運動論による矢水協の水質保全活動の検証
宮本の
運動論
要　求 組　　　織 活　　　動
外的
要因
主　体
①暮ら
し・生
命に関
わる
②多様
な組織、
諸党派
③経済
的基盤
に乏し
く専任
機関な
し
④諸党
派の連
帯
⑤運動
の要求
が正当
で合理
的、科
学的運
動
⑥地方
自治体
運動
⑦対案
提示型
の運動
⑧マス
メディ
アの報
道
⑨主体
の政治
経済的
力能
矢水協 ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○
（出所）筆者作成。
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党派による組織であったとはいえない。このことは、④にも反映される。実際、
農業者、漁業者により牽引された矢水協は、草の根保守が基盤であるという指
摘がなされている31。
　③であるが、矢水協は会員団体より会費を徴収して活動のための予算を持ち、
専任機関として事務局を設け、会費から事務局員の人件費を支出している。こ
のことは宮本の議論と合致しない。
　次に⑤であるが、矢水協の活動の目的は農業、漁業の生産基盤としての水資
源の確保であり、汚濁により大きな被害を受けていた農業者、漁業者が自身の
産業活動を守るために厳しい水質基準を求めていたことは理に適う要求であっ
たといえる。更に、流域で生活をする住民として安全な飲料水を確保する上で
も妥当な要求である。また、矢水協は水質に関する科学的知識を解説した『水
質保全のしおり』を公刊しており、これらの知識を利用して活動を行っていた。
このことも宮本の議論と合致する。
　⑥については、矢水協は結成当初経企庁や環境庁などに陳情活動を行いなが
ら、流域自治体には矢水協への参加を呼びかけるなどの活動を行っていた。水
質汚濁防止法が制定されて以降、流域自治体に対して更に積極的な働きかけを
行っている。したがって、矢水協は宮本の議論に合致している。
　⑦について述べる。3.1 節で述べたように、流域自治体を含む当時の政府は
産業振興を重視しており、加害者たる工業側が参加して制定されていた水質保
全政策は効果に乏しく、工業を中心とした産業振興重視の政策原理、政策体系
であった。これに対して矢水協は、農業、漁業を行うことができる水質基準の
制定を要求し、それを求めて活動を行いながら一定程度の成果を挙げていた。
更に独自に指導水質基準を持ち企業及び自治体に対して「矢作川方式」の中で
遵守を求めたり、自治体の水質保全政策にその基準が採用されるなど、独自の
活動を通じて厳格な水質基準を浸透させている。このことは、工業重視の政策
31 矢作川漁協百年史編纂委員会（2003）、228 ページを参照。
運動団体から管理組織へ
150
原理を転換させ、農業、漁業を守る水質保全という政策原理、政策体系を浸透
させることに成功したことを意味していた。
　⑧については、矢水協は自身の水質保全活動を積極的にメディアに公開して
おり、新聞やテレビでこれらの活動が今日まで数多く報道されている。したがっ
て、宮本の議論と合致する。こうした報道は、矢水協がねらいとしていた世論
の喚起や、更に流域住民の水質汚濁や開発行為に対する認識を高めることに貢
献した可能性がある。
　最後に⑨であるが、矢水協の水質保全活動が効果をもつに至った背景には、
農業者、漁業者の持つ政治経済的力能があり、これが一定程度発揮されたと考
える。まず、これらの主体が持つ力能の政治的側面について述べる。農業団体、
漁業団体は利益団体の 1 つであり、議員を通じて政府に圧力をかける政治主
体でもある。実際、矢水協の会員団体である農業団体、漁業団体を支持母体と
する県議会議員は、議会の場で矢作川流域における水質汚濁を頻繁に取り上げ、
行政に対策を求めており、請願も採択される成果を得ている。彼らは議会で水
質汚濁問題を取り上げることにより、自身の支持母体の農業、漁業団体の利益
と重なる矢水協の利益を守ろうとしていた。このことは、農業者、漁業者が自
身の持つ政治的力能を発揮しながら、矢水協の水質保全活動を援護していたこ
とを意味する。
　次に、力能の経済的側面である。彼らは地域において経済的力能も備えてお
り、それが水質保全活動において有効に機能していたのではないかと考えられ
る。この場合の経済的力能とは、宮本が別子銅山の事例で注目した地域経済に
おける地位の高さを意味するのではなく、農業、工業、上水道間の水利用関係
における農業者の地位の高さである。矢作川は河川利用率が高く、全国的にも
高度に利用されている川の 1 つである（伊藤，2002）。その中で、矢作川流域
の各用水の水瓶となっている矢作ダムにおける利水量及び水利権の配分状況
は、農業が工業用水や上水道よりもはるかに大きく、特に、矢水協の中心的な
主体である明治用水土地改良区の保持する水利権は大きい32。このことは、河
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川が高度に利用されている状況で、明治用水の取水行動が他の利水者に大きな
影響を与えることを意味している。水質汚濁が激しかった頃、明治用水が水の
汚れていない地点に取水地点を変更したことで、その地点で水不足が発生した
（Oya and Aoyama，1994）。矢水協の水質保全活動が効果をもつに至ったのは、
彼らによる流域のパトロールやそれに基づいて行われる告発などの活動の成果
が評価された部分が大きいからであり、まずこのことを挙げなければならない。
しかし、農業者に流域で利水上の相対的優位性があるのは事実であり、水質汚
濁と渇水が結びつく事例があったことを考えると、このことは彼らの経済的力
能として指摘しなければならない。
　以上、宮本による住民運動論から矢水協の水質保全活動を検証した。検証か
ら分かるのは、農業者や漁業者を中心に構成される矢水協は、宮本のいう労働
者や一般住民、草の根保守の担い手である農業者らや革新系の組織や政党など
多様な主体を含む住民運動というよりも、むしろ、農業者、漁業者が自身の産
業活動を守るための生産者運動であったということである。地域住民の参加は、
「矢作川方式」においてのみ認められる。組織形態やそれに基づく活動形式だ
けではなく、要求、提示される対案の内容、政治経済的力能などを含め、矢水
協の水質保全活動はこの点で一貫している。このように、農業者や漁業者が自
身の利害を中心に据えて行った運動が流域で広く認知された背景には、矢水協
の活動を継続的に報道してきたメディアがある。矢水協もメディアを意識しな
がら水質保全活動を行っており、ここにも特徴が認められる。
　次に、西尾の議論から水質保全活動について検証する。まず、運動と「権力」
の視点から矢水協の活動を考える。矢水協の活動は、「権力」との関係で「自
助」や「同調」の活動であったとはいえない。農業者らは中央省庁や県行政に
対して陳情などを行い、企業に対しても働きかけを行っていた。このように「権
32 国土交通省中部地方整備局矢作ダム管理所（2005）によると、矢作ダムにおける
水利権配分は農業用水 41.79t/s、工業用水 6.69t/s、上水道 4.43t/s となっており、農
業用水については明治用水が 30.0t/s と大半を占めている。
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力」に対して積極的に働きかけており、「権力」とは無関係のコミュニティ活
動ではない。一方、行政や企業と密着する「同調」の活動でもないことはこれ
らの活動から明らかである。よって、矢水協の活動は「抵抗」もしくは「参加」
になる。「抵抗」から考えると、矢水協の活動は「抵抗」形式の側面が全くな
かったとはいえないが、「作為阻止型」の運動であったと断定はできない。中
央省庁や自治体にみられた産業振興重視のスタンスに対しては批判的であった
が、産業政策を否定する活動を行っていた形跡はない。矢水協は政府の水質基
準案には厳格化を要求していたが、これは水質汚濁防止を行うための法制度の
整備を求めて積極的に働きかける活動である。そして、企業に対してはそれを
守るように働きかけていた。水質基準の制定とその厳格化、そして自治体など
に採用された独自の基準を持つに至るまでの活動の展開は、農業、漁業のため
の水資源を確保するために、産業振興を重視するスタンスから自分たちの要求
に沿った取り組みへ政府のスタンスを変えようとした活動である。更に、「矢
作川方式」では公共事業も対象としながら基準の遵守を監視し、遵守をすれば
活動を認めている。したがって、矢水協の活動は「抵抗」の要素を含みつつ、「権
力」を自らが期待する方向に動かそうとする「参加」にあてはまる活動であり、
「作為要求型」の運動であったといえる。
　「抵抗」、「参加」について更に検証する。矢水協の活動は「作為阻止型」の
運動ではないことから、純粋な「抵抗」ではない。このことは、「反政府理論」
に基づくものではないという活動の理念からも説明される。また、農業者、漁
業者だけに特別な配慮を求める「請願」については、そういう側面もあった。
表 6に示したように、県議会では被害を受けていた農業団体が用排水分離な
どの措置を求めていたからである。これは、「請願」に近い。しかし、こうし
た活動が全てであったとはいえない。中央省庁に対する水質基準の制定や法制
度の整備を求める活動は、メディアの報道で白濁化した川への懸念がみられた
状況をみる限り、農業、漁業だけに便益が帰属するような活動だったとはいえ
ない。そして、これらの活動には、産業振興を重視する政府に対する批判の契
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機が認められる。以上より、矢水協の活動は純粋な「抵抗」ではなく、「請願」
でもない。
　矢水協の活動は、「建議」と「異議」の両方の要素が認められる活動であった。
中央省庁に対する水質基準設定の要求は政策提起であり、厳しい基準の要求で
あった。そして、制定された基準を横出し上乗せする独自の指導水質基準をも
ち、それが自治体などに採用されるに至るまでの一連の活動は、それまでの政
府における産業振興重視の政策原理から水質保全へ、特に農業、漁業の生産活
動を保全するための水質保全へと政策原理の転換を求める活動であった。この
活動は、宮本のいう対案提示そのものでもある。これらの活動の際には、中央
省庁へ直接出向いたり、県議会議員を通して県に要求したり自治体に抗議を
行ったりするなど、常に交渉と参加を通じて行われている。このように積極的
に「権力」に対して働きかける活動は、「建議」そのものである。一方、政府
による水質保全法に基づく水質基準案に対して批判をしながら、より厳格な基
準にするように修正を求めた矢水協の活動には、「異議」の要素もあった。し
たがって、矢水協は、「建議」と「異議」を軸に「参加」の活動を行う「作為
要求型」の運動であったといえる。
　これまでの議論をまとめる。矢水協の水質保全活動は、政府に対する働きか
けを行うものであり、彼ら自身のメディアに対する働きかけや自身のもつ政治
経済的力能を発揮にすることによって支えられている活動であった。住民運動
論からみた矢水協の運動は、農業者、漁業者による水資源確保を目的とする生
産者運動であり、「権力」に対して「建議」と「異議」を中心に「参加」活動
を行う「作為要求型」の運動であった。
4.2　水質管理組織としての矢水協と管理の本質的特徴
　これまで、宮本と西尾の住民運動論から矢水協の水質保全活動を検証し、そ
の特徴を明らかにした。再度宮本の議論に戻ると、2.1 節で述べたように、宮
本が展開した住民運動論は、環境を公共信託財産として自治体が環境政策を通
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じて保全するという内容の議論であり、その中で住民運動は自治体が適切な環
境政策を実施するように働きかける役割を担っている。西尾の住民運動論はこ
うした宮本の議論と補完的に用いることができることを指摘した。
　こうした宮本の議論を踏まえて矢水協の水質保全活動を振り返ると、矢水協
には宮本環境保全モデルとは異なる特徴がみられる。矢水協の水質保全活動の
主なものは、水質基準の制定の働きかけ、流域パトロール、矢作川方式、集合
的合意形成の際のモニタリングであった。水質基準の制定の働きかけについて、
当初から政府に対して厳格な水質基準の適用を求めており、最終的に独自の指
導水質基準を持った。また、流域パトロールについて、3.4 節の内藤氏の発言
にあったように、当初陳情などの活動を行う際の証拠集めとして行っていたパ
トロールは、直罰規定を盛り込んだ水質汚濁防止法が制定されて以降、自ら基
準を守らない企業を告発するために行うという目的で取り組んでいた。ここで
注目すべきは、愛知県議会で矢水協の請願が採択されても状況が変わらなかっ
たため、自分たちで告発をする姿勢になったという旨の岩月氏の発言である。
ここでは請願だけ言及されているが、この発言から政府に依存して水質汚濁防
止を行うことに限界を感じていたことが伺える。実際、経企庁に陳情に行った
際にその行為が軽視されたり、愛知県と締結した土地利用に関する紳士協定が
無視されて水質汚濁の事故が発生するということがあった。いわば、行政の失
敗ともいうべきことが度々起きていたことも、こうした姿勢でパトロールに臨
むことの背景にあったといえる。「矢作川方式」に至っては、農業者らが事前
協議に参加をして自らの指導水質基準を守るように企業と事前協議を行い、ア
セスメントを実施している。そして、役員会や総会で行われる流域のモニタリ
ングも、農業者らが主体となって行われる水質保全活動である。以上、これら
の農業者、漁業者による活動は、水資源の管理を行う際に必要となる自律を確
保するために行った運動であり、農業者、漁業者が参加して農業、漁業のため
4 4 4 4 4 4 4 4
の水資源の保全
4 4 4 4 4 4 4
を自身
4 4
で行うという理念が一貫した活動である。矢水協の水質
保全活動は、農業者、漁業者を管理主体とする水質管理組織である。
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　矢水協による水質管理の本質的特徴は、次の 3 点にまとめられる。まず第 1
に、矢水協は発生源管理による水質管理を行っている。発生源管理とは、都留
（1972）が提示した公害に対する対策として提示した管理方式である。都留に
よると、発生源管理とは「公害の発生源を発生でおさえ、発生源管理の費用を
発生源者に負担させるということ」、即ち、「外部不経済を内部化させるという
こと」である。発生源管理の基本的構想として、環境庁のような中央機関が管
理主体となること、環境を汚染する主体に対し、活動で使用する物質の制限や
使用を禁止する物質のマスターリストを作成して遵守させること、中央機関に
対する報告する義務を負わせること、という内容を提示している33。
　発生源管理の特徴は、特に「矢作川方式」についてあてはまる。「矢作川方
式」では矢水協の指導水質基準が採用されており、開発行為を行う主体は公共
事業及び民間の活動関係なく、その遵守が求められている。この基準は国や県
の基準に横出し上乗せして設定され、一部物質については「検出されないこと」
と定めており、都留のいうマスターリストそのものである。また、「矢作川方
式」の一連のプロセスで汚水流出防止のための対策費を行為者に負担をさせて
おり、汚染者負担を実施している。農業者、漁業者にとって、工業など他の産
業活動から生じる水質汚濁は、外部不経済そのものである。その発生を防ぐた
めに、開発工程や産業活動を行う前の段階で行為者に対して汚水流出防止対策
をさせ、その費用を負担させる一連のプロセスは、都留のいう外部不経済を内
部化するプロセスといえよう。
　都留の議論と異なるのは、発生源管理である「矢作川方式」が中央政府によ
り行われているのではなく、農業者、漁業者、流域自治体が行っている点である。
公防会議にみられるように、「矢作川方式」における一連の事前協議プロセスが、
そのまま開発、排水行為に対する地域全体の合意を形成するプロセスとなって
いる点も興味深い34。
33 都留（1972）、198－202 ページを参照。
運動団体から管理組織へ
156
　矢水協による水質管理の第 2 の特徴は、土地利用規制の側面が認められる
点である。この特徴も再び「矢作川方式」に顕著にみられる。一連の協議過程
で汚水流出の可能性がある場合、矢水協から同意が得られる程度の対策が取ら
れるまで協議が続く。許認可権を持つ自治体は矢水協の同意がないと許可しな
いので、結果として同意が得られるまで開発・排水行為、即ちそこで立地する
ことで行われる経済活動は実行されない。これは、「矢作川方式」において土
地利用規制が行われていることに等しい。
　最後に、流域のパトロールと集合的合意形成におけるモニタリングを含む矢
水協の水質管理は、良好な水質の享受という権利内容を含まない水利権や漁業
権を補完する機能を果たしている。3.2 節で述べたように、会員団体のうち農
業者の所属する土地改良区は水利権を、漁協は漁業権を持っている。水利権は
特定の者が継続的にそして排他的、独占的に水を利用する権利であるが、権利
内容とされているのは専ら水量であり、水質が扱われていない。他方、漁業権
は一定範囲の水面を漁業の目的で特定の者が排他的に利用できる権利であるが、
大森（2000）によると、漁業権の根拠である漁業法は、その制定過程で水産
動植物に有害な物の遺棄等に関する制限又は禁止や、水産動植物の繁殖保護に
必要な物の採取等に関する制限又は禁止が条文化されるにとどまり、水質汚濁
による被害についての物権的請求権とその発動の要件、対象者などに関する公
式見解は、法案作成者からほとんど表明されなかったという。このように、漁
業法は水質汚染に対する規制を意味する明確な条文を欠いているため、この法
を根拠とする漁業権は水質を扱っていない。以上から、水利権や漁業権は水質
について極めて乏しい権利内容しか有していない35。これらの権利を持つ農業
34 開発行為者側も、この過程で開発行為の詳細を公開することで、地元住民から
信頼を得、トラブル発生の防止に役立ったと述べている（矢作川環境技術研究会編，
1999、41-42 ページ）。
35 以上、水利権の法的性質については渡辺（1954）、金沢（1982）を参照。漁業権の
法的性質については日本土地法学会（1995）、19 ページを参照。漁業法の成立プロ
セスとその過程での水質をめぐる議論については大森（2000）を参照。
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者、漁業者が参加をして自ら汚水流出防止を徹底させる矢水協による水質管理
は、彼らのもつ権利を水質について権利内容を補完する機能を果たしていると
いえる。
　以上の 3 点の本質的特徴を持つ矢水協による水質管理は、自治体とともに
農業者、漁業者が直接自ら水資源を管理する活動である。宮本は環境と資源を
区別しながら環境の側面に注目し、公共信託論の文脈で環境保全論を構築した。
いわば、住民は間接的な形で環境保全を行う主体とされている。それに対して、
矢水協の農業者、漁業者は水利権や漁業権という利用権に基づいて水を利用す
ることで、産業活動を行う主体として水を資源としてみるし、政府や企業に対
して自律を確保するためにパトロールなどの活動を行いながら成果を挙げ、直
接水質を管理する主体となった。ここに宮本の議論における管理主体としての
住民との違いが認められる。
4.3　矢水協による水質保全活動から環境ガバナンスへの示唆
　これまでの事例検証と考察のまとめとして、矢水協の事例から抽出される環
境ガバナンスの議論への示唆を 4 点挙げる。まず第 1 に、現在に至る矢水協
による水質管理活動には、農業者、漁業者の運動が重要な契機になっていると
いう点である。冒頭で、従来のコモンズ論では、政府等の動向を視野に入れな
がらコミュニティ内の管理を検証することが研究課題として位置づけられてい
ることを述べた。こうした研究課題が提示されている状況で、矢作川流域にお
ける農業者、漁業者による政府や企業に対する運動は、コミュニティ外の主体
に対する 1 つの働きかけのあり方の例を示している。加えて、運動を通じて
行政の事前協議システムに参加することで自身の望む水準で良好な水質を維持
することを可能にしているという事実は、環境の保全や管理、ガバナンスを行
う主体に至るまでのプロセスやこうした主体として果たしうる役割や機能を考
える際に重要な示唆を示している。
　第 2 に、上記の点に関連して、彼らの運動が流域のパトロールなどのモニ
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タリング活動によって支えられている点である。矢水協は自治体の取り組みや
企業の行為に対して単に抗議や反対の運動だけを行うのではなく、ルールに違
反した者は告発するというねらいをもって地道な水質調査や排水・開発行為の
監視、水質保全行政の監視を行っている。更に、パトロールから得た情報が集
合的意思決定の場で公表されることにより、全会員団体に情報を共有している。
こうした矢水協の活動は、コモンズ研究において資源管理の重要な要素として
位置づけられているモニタリングと制裁にあたり、運動の域を越えて独自の基
準に基づいて行われる管理活動そのものである36。
　こうした矢水協によるモニタリング活動と完全に一致しないにせよ、多かれ
少なかれこれまでの公害反対の住民運動では、地域の高校教師による大気汚染
の調査などのモニタリング活動が行われた例がある。しかし、矢水協の特徴は
こうした活動に特化する事務局を設置し、会員団体から会費を集めて予算を持
ち、事務局の活動を支えている点にある。こうした活動に対する費用負担がき
ちんとなされているからこそ、継続的なモニタリング活動が可能となってい
る37。
　第 3 に、水質管理活動を行う上では、農業者、漁業者だけではなく、自治
体や政府の協力が必要であるという点である。矢水協による水質管理活動を検
証すると、流域のパトロールにせよ、「矢作川方式」にせよ、独自の指導水質
基準にせよ、全てベースに自治体や政府の法制度や水質汚濁防止のための取り
組みがある。これらに基づいた水質管理活動を行うに至った理由として、彼ら
の運動やメディアによる報道があったことはこれまでに述べた通りである。そ
して、当初から自治体や政府の協力が得られたわけではない。しかし、流域自
治体が矢水協独自の指導水質基準を指導要綱や公害防止協定等に採用している
点は、農業者、漁業者にとって強い支えの 1 つであり、自治体による有効な
36 Ostrom は、モニタリングと制裁は持続可能な資源利用を可能にする管理システム
において重要な要素として位置づけている（Ostrom、1990、pp.94－100）。
37 矢水協の組織形成プロセスとその過程における費用負担の利害調整については太
田（2007）を参照。
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協力といえる。また、自治体も一会員団体として矢水協の会費を負担している。
流域パトロール等のモニタリング活動が効果的に行われていることを考える
と、自治体がこの活動を支える費用を一部負担している点は大きい。このよう
に、矢水協の水質管理活動には、自治体や政府があって成立している点が多く
認められる。このことから、農業者、漁業者だけで管理活動を行うことは難し
く、これらの協力が必要となることは明らかである。しかし、ここで見逃すこ
とができないのは、農業者と漁業者は自治体が水道を供給する利水者でもある
点に注目して参加を呼びかけた点である。自治体は彼らと利害を共有しており、
矢水協参加のインセンティブを持たせてそれを達成した点に、矢水協が水質管
理活動を行い得ている要因が認められる。
　最後に、公共性という観点からみたときの矢水協を核とする矢作川流域にお
ける水質保全・管理システムのもつ意義と課題である。矢水協の水質保全活動
の基本的な特徴は、農業者、漁業者による農漁業のための水資源の確保を目的
とする生産者運動である。こうした運動の特徴や、他流域で同様の活動をして
いた団体との連携を拒否しながら進められた経緯を踏まえると、矢水協の活動
は全ての人々に対して開かれていたとは言えない。その点で、公共性を視野に
入れて展開された宮本の住民運動論や環境保全論と比較したときに、矢水協の
活動や矢作川流域の水質保全・管理システムは限定的である。しかし、そうい
う限定的なシステムの中において、大規模開発行為に対する「矢作川方式」の
中で、地域住民の代表が農業者、漁業者とともに参加して開発行為を監視して
いる点は興味深い。住民は矢作川の水の利用権を持たない主体であるが、矢水
協は住民にも協議に参加し、水質管理に関わっていく機会を提供している。住
民の代表も参加して開発行為に対する同意が形成されることは、その行為に対
して地域が同意をすることを意味している。矢水協の水質管理・保全システム
は限定的ではあるものの、公共性を一部伴うシステムとして評価することがで
きる。水は農業者や漁業者にとって資源である一方、流域住民の日々の生活
を営む上での資源であり、環境でもあるため、公共性が備わっている（Mehta，
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2003）。こうした水を管理する際に、どういう主体が維持管理を行うべきか、
どういうシステムで管理すべきかということを考える上で、矢作川流域で構築
された水質保全・管理システムは 1 つのモデルを示している。しかし同時に、
水の持つ公共性や宮本による環境保全論を踏まえると、公共性を備えるより開
かれたシステムがありうる。この点で、矢作川の水質保全・管理システムには
課題があり、公共性を踏まえた環境保全論を展開している宮本の議論には、大
きな意義がある。
５．今後の研究課題
　本稿では、農業者、漁業者の活動を中心に矢水協の水質保全活動を住民運動
論から検証して活動の特徴を把握した。そして、これらの議論では十分に捉え
られない矢水協の活動を農業者、漁業者を管理主体とする水質管理として再度
捉え直すことによって、公共信託論とは異なる管理のあり方を考察した。本稿
の議論は、農業者らの厳格な水質基準の制定という要求が自治体の政策に反映
されるプロセスにも注目しているため、住民運動と環境政策の関係についても
示唆ある議論を行ったと考えている。
　今後の研究課題として、次の 2 点が挙げられる。まず第 1 に、本稿で注目
したのは矢水協の水質管理を中心とする活動であったが、矢水協はこれ以外に
も、会員団体の下流の漁協の協力を得て上流の小学生を矢作川の河口にあたる
三河湾に招待して潮干狩りなどを体験させたり、上流の住民にイワシなどの魚
を格安で売るなど、上下流間の住民レベルでの交流のきっかけを提供する活動
を行っている。こうした活動は、上流側が下流の小学生を招待するなどの交流
に発展しており、流域一帯の矢水協の会員団体が協調して行う水質保全の取り
組みに寄与している可能性がある38。こうした矢水協の活動は、兼田（1982）
のいう地域づくりとも考えられる活動であり、水質管理組織以上の役割を流域
38 矢水協（1999）、上巻 326-327、331、444-445 ページを参照。こうした活動はそ
の後も続いており、矢水協（1999）には関連する記事が掲載されている。
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において果たしている可能性がある。即ち、矢水協は流域における持続可能な
社会の構築にも関わっている可能性がある。現在までの活動状況や水質管理組
織としての一面も踏まえ、より包括的に検証することが必要となろう。第 2 に、
公共性を有する環境ガバナンスのあり方を追求する上でより多くの事例研究を
行うとともに、様々な理論的見地から研究を行う必要がある。本稿は住民運動
論とコモンズ研究の見地から矢作川流域の事例を徹底して検証した。今後、こ
こで得られた知見を踏まえて他地域の事例を検証するとともに、環境ガバナン
スを論じる上で他にどういう理論的視点があり得るかを追求することで、公共
性を有する環境ガバナンスについての議論が更に展開されるであろう39。
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